
北海道告示第11420号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和６年９月27日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その17）

補助金等を交付する事務又 交付申請書に添付す 実績報告書に添付す 交付申請書の提出部数、 補助金等

は事業の名称及びその目的 補助対象者 補助対象経費 補助率等 べき関係書類 べき関係書類 提出期限及び提出先 の交付に 摘 要

又は趣旨 関する権

限の委任

令和６年度協定締結医 提出部数 １部

療機関等体制整備事業 提出期限 別に指示す

る日

感染症の予防及び感染 提 出 先 保健福祉部

症の患者に対する医療に 感染症対策

関する法律（平成10 年法 局感染症対

律第114 号、以下「法」 策課

という。）第３６条の３第

１項に規定する医療措置

協定を締結する病院にお

いて、開設者が行う協定

締結医療機関の感染症対

策の充実等を図ることを

することを目的として、

予算の範囲内において補

助する。

(1)施設整備事業 法第３６条の３第１ (1)病床確保に係る協定締結 (1)３分の２ 保福１の２号様式 保福１の２号様式

項に規定する医療措 医療機関として必要な個室整 以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

置協定において、流 備等に要する工事費又は工事 (2)１０分の 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

行初期期間に病床確 請負費（専用の陰圧装置、空 １０以内 保福第１の20号様式 保福第３２号様式

保の内容を含む協定 調設備、トイレ、バス等の附 （寄附金その 保福第１の32号様式 別に指示する様式

を締結する病院の開 属設備の整備を含む） 他の収入金が （申請者が市町村で

設者 (2)病床確保に係る協定締結 あるときは、 ある場合を除く。）

医療機関として必要な多床室 補助金等の額 保福第３２号様式

を個室化するための可動式パ の算定に当た 別に指示する様式

ーテーションの設置、病棟入 り、当該寄付

り口の扉の設置、病棟のゾー 金その他の収



ニングを行うための改修等に 入金の控除等

要する工事費又は工事請負費 を行う。）

(2)設備整備事業 法第３６条の３第１ 発熱外来に係る協定締結医 １０分の１０ 保福１の２号様式 保福１の２号様式

項に規定する医療措 療期間として必要なHEPAフィ 以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

置協定において、流 ルター付き空気清浄機(陰圧 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

行初期期間に発熱外 対応可能なものに限る)の購 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第３３号様式

来の内容を含む協定 入費(ただし新規購入及び増 あるときは、 保福第１の32号様式 別に指示する様式

を締結する病院の開 設する場合に限る) 補助金等の額 （申請者が市町村で

設者 の算定に当た ある場合を除く。）

り、当該寄付 別に指示する様式

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

注１ また書及び「補助金等の交付に関する権限の委任」欄は、補助金等の交付の決定等に関して知事の権限を委任する事務又は事業がある場合に記載することとし、「補助金

等の交付に関する権限の委任」欄には受任者の職を記載すること。

２ 補助金等の額の算定に当たり、寄附金その他の収入金を控除する必要があるときは、「補助率等」欄に、「寄附金その他の収入金があるときは、補助金等の額の算定に当

たり、当該寄附金その他の収入金の控除等を行う。」と記載すること。

３ 交付申請書の提出期限は、原則、具体の日付を記載すること。

４ 「摘要」欄には、書類の経由その他必要な事項を記載すること。


